
為替ヘッジあり／毎月決算型 為替ヘッジあり／年２回決算型

P.6の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

決算日
原則、3月、9月の各12日

（休業日の場合は翌営業日）

-16.3% -14.9%

Amundi Funds ストラテジック・インカム - I4

USD QTD
99.4%

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用） 0.1%

現金等 0.4%

Amundi Funds ストラテジック・インカム - I4

USD QTD
98.7%

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用） 0.2%

現金等 1.1%

1年 3年 設定来

ファンド

期間

-2.3%

3ヵ月

-1.3%

10円

2024年3月29日 現在

1/10

基準価額（円）

純資産総額（億円）

設定日

信託期間

決算日

7,792

2.7

2017年5月31日

2027年9月13日まで

原則、毎月12日

（休業日の場合は翌営業日）

基準価額（円） 8,508

純資産総額（億円） 1.6

設定日

2023年12月12日 2024年3月12日 10円

2017年5月31日

信託期間 2027年9月13日まで

790円

決算日 決算日 分配金

期間 1ヵ月1ヵ月

1.1% ファンド 1.0%

設定来累計

分配金

2023年11月13日 2024年2月13日 10円

決算日

2023年3月13日

2023年9月12日

2024年3月12日10円 0円

0円

2022年3月14日 0円 0円

決算日 分配金 分配金

2021年9月13日 0円

2022年9月12日 0円

10円

2023年10月12日 2024年1月12日 10円

ファンドの構成

騰落率

基準価額等の推移

ファンドの概況

0円

6ヵ月 1年 3年 設定来

3.8%-1.3% 3.8% -2.3% -16.4% -15.0%

設定来累計

分配金実績（1万口当たり、税引前）

3ヵ月 6ヵ月

・基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を分配時に再投資したも
のとして計算しています。基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、
後記の「ファンドの費用」をご覧ください。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンド
の騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンド
の騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・直近6期分の分配金実績です。
・分配金は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではあり
ません。
・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合が
あります。

・直近6期分の分配金実績です。
・分配金は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではあり
ません。
・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合が
あります。

（円） （円）

・基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、後記の「ファンドの費用」を
ご覧ください。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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為替ヘッジなし／毎月決算型 為替ヘッジなし／年２回決算型

P.6の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

2024年3月29日 現在

基準価額等の推移

ファンドの概況

ファンドの構成

騰落率

基準価額（円）

純資産総額（億円）

設定日

信託期間

11,707

8.5

2017年5月31日

2027年9月13日まで

基準価額（円） 13,824

純資産総額（億円） 1.7

設定日 2017年5月31日

信託期間

Amundi Funds ストラテジック・インカム - I4

USD QTD
98.2%

Amundi Funds ストラテジック・インカム - I4

USD QTD
98.3%

原則、毎月12日

（休業日の場合は翌営業日）

ファンド 2.0% 6.7% 8.3% 17.3% 26.9% 38.5% ファンド

設定来 期間

2027年9月13日まで

決算日
原則、3月、9月の各12日

（休業日の場合は翌営業日）

3年 3年 設定来1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年

CAマネープールファンド（適格機関投資家専用） 0.1% CAマネープールファンド（適格機関投資家専用） 0.2%

決算日

現金等 1.8% 現金等 1.5%

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年

0円

2023年11月13日 20円

2.0% 6.7% 8.3% 17.1% 26.5% 38.2%

20円 2021年9月13日 0円

2024年2月13日 20円 2022年3月14日

1.2% 13.4%13.4% 36.5%

0円

米ドル／円 0.5% 6.8% 1.2%

2/10

1,670円 設定来累計 0円

決算日 分配金 決算日 分配金 決算日 分配金 決算日 分配金

2023年9月12日 0円

2023年12月12日 20円 2024年3月12日 20円 2022年9月12日 0円 2024年3月12日

2023年3月13日 0円

設定来累計

36.8%

分配金実績（1万口当たり、税引前）

36.8% 36.5% 米ドル／円 0.5% 6.8%

2023年10月12日 20円 2024年1月12日

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンド
の騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファンド
の騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・直近6期分の分配金実績です。
・分配金は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではあり
ません。
・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合が
あります。

・直近6期分の分配金実績です。
・分配金は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではあり
ません。
・運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合が
あります。

（円） （円）

・基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を分配時に再投資したも
のとして計算しています。基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、
後記の「ファンドの費用」をご覧ください。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

・基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬については、後記の「ファンドの費用」
をご覧ください。
・上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆または保証するものではありま
せん。

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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　ポートフォリオ特性値

P.6の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

1.3%

国際機関 1.2%

米国

米国

米国 1.4%

1.5%

1.9%

2.8%

　上位国別比率 　格付別比率

　組入上位10銘柄

・格付は、フィッチ、ムーディーズ、S&P、KBRA、DBRS、モーニングスターの

格付を基準に表示しています。

IBRD 0.75% 03/25 国際機関

2024年3月29日 現在

国名 比率

米国 4.0%

6.38

「Amundi Funds ストラテジック・インカム」の組入状況（純資産総額比・米ドルベース）

5.64平均直接利回り（％）

6.78

平均格付 A

平均最終利回り（％）

組入銘柄数 799

デュレーション（年）

銘柄名

US TSY 3% 02/48

FNCL 2.5 4/24

3/10

FNCL 6.5 4/24

US TSY 2.25% 02/52

FNCL 3.5 4/24

US TSY 4.375% 08/43

FNCL 2 4/24

IBRD 2.5% 7/25

EIB 0.375% 03/26

米国

米国 2.8%

米国 2.2%

国際機関 1.1%

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）

・平均格付とは、基準日時点でファンドが実質的に保有している有価証券の信

用格付を加重平均したものであり、ファンドの信用格付ではありません。

・格付は、フィッチ、ムーディーズ、S&P、KBRA、DBRS、モーニングスターの格付

を基準に表示しています。

55.0%

6.6%

3.4%

3.3%

2.2%

0% 50% 100%

米国

国際機関

イギリス

ケイマン諸島

バミューダ諸島

7.8%

39.8%

6.5%

24.2%

7.2%

4.9%

1.7%

7.9%

0% 50% 100%
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A

BBB

BB

B

CCC以下

無格付



P.6の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

「Amundi Funds ストラテジック・インカム」の組入状況（純資産総額比・米ドルベース）

債券種別配分の推移（月次ベース）

種別 比率

2024年3月29日 現在

国債 12.1%

政府機関債 0.1%

国際機関債 6.6%

政府関連機関や政府系金融機関等が発行する債券。

地方債 0.2%

モーゲージ証券・資産担保証券 41.8%

社債 40.6%

社債 企業が発行する債券。民間の事業会社が発行する事業債、転換社債等を指す。

4/10

・当ファンドが主要投資対象とする外国投資信託を「Amundi Investment Funds- ストラテジック・インカム」から「Amundi Funds スト

ラテジック・インカム」へ変更し、2021年6月12日より順次入替を行いました。よって、債券種別配分の推移（月次ベース）につきまして

は、2021年6月末からのデータを開示しております。

国際機関債 国際的な組織である国際機関が、主に世界各地域の開発・経済発展の資金供給のために発行する債券。

地方債 州、地方政府や地方公共団体等が発行する債券。国債同様、一般的に高い信用力を有する。

モーゲージ証券・

資産担保証券

モーゲージ証券は、住宅ローン等の債権を担保として発行される証券。

資産担保証券は、自動車ローンやクレジットカードローン等の債権を担保として発行される証券。

その他 -10.4%

≪ご参考≫投資対象となるさまざまな債券とその特色

国債 政府が発行する債券。発行量・流通量とも世界最大であり、一般的に高い信用力と流動性を有する。

政府機関債

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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P.6の「当資料のお取扱いについてのご注意」を必ずご確認ください。

2024年3月29日 現在

「Amundi Funds ストラテジック・インカム」の運用コメント

5/10

（アムンディ・アセットマネジメント・US・インク）

＜市場環境＞

　3月の米国債券市場は上昇（金利は低下）しました。米国の2月のインフレ率は、年初に発表された高い水準から低下しました。米国の成長率

データは堅調ではあったものの、再加速には至りませんでした。3月のFOMC（米連邦公開市場委員会）は、投資家の懸念に反してハト派的な内

容となり、年末までに3回の0.25％ずつの利下げという政策金利見通しを維持しました。また、年末までのコアPCE（個人消費支出）の前年比見

通しの中央値は2.6％と、現在の2.9％水準からの減速を予想しています。パウエルFRB（米連邦準備理事会）議長は、会合後の記者会見

で、FOMCは最近の月次インフレ率が上昇していることに関し、インフレ率が目標値に向けて低下しているなかでの、一時的な上昇とみていることを

明らかにしました。

＜運用状況＞

　3月の「Amundi Funds ストラテジック・インカム」は、ベンチマークであるブルームバーグ・米ドル建ユニバーサル指数のリターンを上回りました。クレ

ジット市場は国債を上回るリターンとなったため、クレジットへの配分をオーバーウェイトとしていたことが奏功し、セクター配分がプラスに寄与しました。銘

柄選択効果は、金融、産業、国債などがプラスに寄与しました。デュレーションをベンチマークより長くしたことがプラス寄与となりました。

＜今後の運用方針＞

　市場はFRBが2024年に利下げする可能性を織り込んでいるとみています。米国経済が景気後退に陥る場合には利下げ幅は大きくなり、インフレ

が持続する場合は利下げ開始時期が後ずれするとみられます。そのため、1年後のFF（フェデラルファンド）金利は低下余地が大きく、短中期国債

（2ー5年）に投資魅力が存在すると考えています。それに対して、米国政府の財政赤字はGDP（国内総生産）の6.3%と歴史的な高水準に

あり、供給増による長期国債の金利上昇リスクも存在するとみています。引き続き、相対的に高い格付けのセクター・発行体を選好し、セクター配分

や銘柄選択を重視した運用を行う方針です。

(上記の指数およびファンドのリターンは米ドルベースです。)

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）



ファンドは、安定した収益の確保と投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

1

2

●

●

為替ヘッジ

決算

6/10

米ドル建を中心とする世界各国のさまざまな種類の公社債等を実質的な主要投資対象とします。

外国投資信託において、市場分析等に基づく機動的な資産配分と、調査・分析に基づく銘柄選択により、好水準のインカムゲインとキャピ

タルゲインの獲得を目指します。

外国投資信託の運用は、アムンディ・アセットマネジメント・US・インクが行います。

「為替ヘッジあり」は、原則として外貨建資産について米ドル売り／円買いの為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

「為替ヘッジなし」は、原則として為替ヘッジを行いませんので、外貨建資産の通貨の為替変動の影響を直接受けます。

「毎月決算型」は毎決算時（原則として毎月12日。休業日の場合は翌営業日。）に、分配方針に基づいて分配を行います。また、3月、6月、9

月、12月の決算時には、配当等収益に売買益（評価益を含みます。）等を加えた額から分配を行う場合があります。

「年２回決算型」は毎決算時（原則として毎年3月と9月の各12日。休業日の場合は翌営業日。）に、分配方針に基づいて分配を行います。

「毎月決算型」と「年２回決算型」の分配額については、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案し決定いたします。分配対象額が少額

の場合には分配を行わない場合もあります。

◆資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

各ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、主として債券など値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクがあります。）に実

質的に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているものではありません。

各ファンドの基準価額の下落により、損失を被り投資元本を割り込むことがあります。各ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属しま

す。なお、投資信託は預貯金とは異なります。

基準価額の主な変動要因としては、価格変動リスク、信用リスク、為替変動リスク、流動性リスク、カントリーリスク等が挙げられます。なお、基

準価額の変動要因（投資リスク）はこれらに限定されるものではありません。また、その他の留意点として各ファンドの繰上償還、流動性リスク

に関する留意事項等があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

＜お申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。＞

当資料のお取扱いについてのご注意

■当資料は、法定目論見書の補足資料としてアムンディ・ジャパン株式会社が作成した販売用資料であり、法令等に基づく開示資料ではありませ

ん。■当ファンドの購入のお申込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡しいたしますの

で、お受取りの上、内容は投資信託説明書（交付目論見書）で必ずご確認ください。なお、投資に関する最終決定は、ご自身でご判断くださ

い。■当資料は、弊社が信頼する情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性について弊社が保証するものではありません。また、記載されて

いる内容は、予告なしに変更される場合があります。■当資料に記載されている事項につきましては、作成時点または過去の実績を示したものであ

り、将来の成果を保証するものではありません。また、運用成果は実際の投資家利回りとは異なります。■投資信託は、元本および分配金が保証

されている商品ではありません。■投資信託は値動きのある証券等に投資します。組入れた証券等の値下がり、それらの発行者の信用状況の悪

化等の影響による基準価額の下落により損失を被ることがあります。したがって、これら運用により投資信託に生じた利益および損失は、すべて投資

者の皆様に帰属いたします。■投資信託は預金、保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。ま

た、登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象とはなりません。■投資信託のお申込みに関しては、

クーリングオフの適用はありません。

「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」があります。それぞれについて「毎月決算型」、「年２回決算型」があり、合計で4つのファンドがあります。

ファンドの目的

ファンドの特色

投資リスク

3

●

外国投資信託が投資する公社債等の平均格付は、原則として投資適格とします。

ファンドは外国投資信託「Amundi Funds パイオニア・ストラテジック・インカム※」（以下「外国投資信託」といいます。）への投資を通じ

て、主として米ドル建を中心とする世界各国のさまざまな種類の公社債等に投資します。また、国内投資信託「ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）」にも投資します。

※「Amundi Funds パイオニア・ストラテジック・インカム」は、ルクセンブルク当局の承認を前提に、名称が「Amundi Funds ストラテジッ

※ク・インカム」となる予定です。以下同じ。

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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収益分配金に関する留意事項

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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課税上は、株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象であり、2024年1月1日以降は一定の

要件を満たした場合に少額投資非課税制度の適用対象となります。

詳しくは、販売会社にお問合せください。

配当控除および益金不算入制度は適用されません。

課税関係

そ

の

他

2027年9月13日までとします。（設定日：2017年5月31日）

【毎月決算型】年12回決算、原則毎月12日です。休業日の場合は翌営業日とします。

【年２回決算型】年2回決算、原則毎年3月および9月の各12日です。休業日の場合は翌営業日としま

す。

決算日

原則として毎決算時に分配方針に基づいて分配を行います。

販売会社によっては分配金の再投資が可能です。
収益分配

詳しくは販売会社にお問合せください。

委託会社の判断により、一定の金額を超える換金申込には制限を設ける場合があります。

申

込

に

つ

い

て

以下のいずれかに該当する場合には購入・換金の申込を受付けません。

・ニューヨーク証券取引所の休業日

・米国証券業金融市場協会が定める休業日

・ルクセンブルクの銀行休業日

・12月24日

・委託会社の指定する日

申込受付不可日

申込締切時間

換金制限

換

金

時

換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として6営業日目から販売会社においてお支払いします。

お申込みメモ
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購入単位

購入価額

購入代金

委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他

やむを得ない事情があるときは、各ファンドの購入・換金の申込受付を中止すること、およびすでに受付けた購

入・換金の申込受付を取消すことができます。

申込受付の中止

および取消し

販売会社によっては、スイッチングの取扱いを行う場合があります。スイッチングの際には、購入時および換金時

と同様に、費用・税金がかかる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。
スイッチング

◆お取扱いコース、購入・換金のお申込みの方法ならびに単位および分配金のお取扱い等について、販売会社によって異なる場

合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託期間

購

入

時

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

販売会社が定める期日までにお支払いください。

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）



◆各ファンドの費用の合計額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することはできません。

◆各ファンドの費用については、有価証券届出書作成日現在の情報であり、今後変更される場合があります。
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＜投資者が直接的に負担する費用＞

購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に、販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。有価

証券届出書作成日現在の料率上限は2.2％（税抜2.0％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

信託財産留保額 ありません。

＜投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用＞

委託会社

受託会社

販売会社 販売会社については巻末をご参照ください。

委託会社の名称：アムンディ・ジャパン株式会社

お客様サポートライン：050-4561-2500

受付は委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで

ホームページアドレス：https://www.amundi.co.jp/

その他の費用・手数料として下記の費用等が投資者の負担となり、ファンドから支払われます。

・ 有価証券売買時の売買委託手数料および組入資産の保管費用などの諸費用

・ 信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費

用等を含みます。）

・投資信託財産に関する租税　等

※その他、組入投資信託証券においては、ルクセンブルクの年次税（年率0.01％）などの諸費用がかかります。

※その他の費用・手数料の合計額は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示すること

はできません。

アムンディ・ジャパン株式会社

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）　第350号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会、

加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会

株式会社 りそな銀行

ファンドに関する

照会先

ファンドの費用

委託会社、その他の関係法人の概要

実質的な

負担の

上限

運用

管理費用

（信託

報酬）

その他

の費用

・手数料

【毎月決算型】および【年２回決算型】

純資産総額に対して年率1.812％（税込）※

※ 各ファンドの信託報酬年率1.232％（税込）に投資対象とする投資信託証券のうち信託報酬が最大

のもの（年率0.58％）を加算しております。各ファンドの実際の投資信託証券の組入状況等によっては、実

質的な信託報酬率は変動します。

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）
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販売会社一覧（業態別・五十音順）

＜1673638＞

アムンディ・ストラテジック・インカムファンド

追加型投信／内外／債券

販売用資料
月次レポート

（為替ヘッジあり／毎月決算型） （為替ヘッジあり／年２回決算型）
（為替ヘッジなし／毎月決算型） （為替ヘッジなし／年２回決算型）

○

株式会社 りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

株式会社 埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第593号 ○

一般社団法

人第二種金

融商品取引

業協会

株式会社 関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

金融商品取引業者等 登録番号

日本証券業

協会

一般社団法

人投資信託

協会

一般社団法

人日本投資

顧問業協会

一般社団法

人金融先物

取引業協会


